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在庫管理のための会計情報
石　塚　　博　司
1，0Rと会計
　企業経営上なんらかの解決を要する間題に遭遇したときに，0Rワーカーは
図1に示すような手順をふんで，その解決をはかろうとする。
①問題を定義する。
②　その間題を数学模型によって表現する。
③模型を操作して解を導く。
④　解を評価し，模型の現実性をテストする。
⑤解を実施する。
　問題によっては，時聞を最小化するとか，産出量を最大化するというような
物的測度がシステムの評価基準になることもあるが，費用を最小化するとか，
利益を最大化するというような価値的測度がシステムを評価する基準になるこ
ともある。
　企業においては一般に，財の変動の価値的測定は，もっぱら会計部門が担当
しているので，このような価値的測度が必要にたる場合には，シスラムヘのイ
ンプット・データは会計部門から提供を受けるのが普通である。しかし，0R
部門は0R固有の，そして会計部門は会計圏有の価値概念や測定理念をもつた
めに，ORワーカーの要求するデータと会計担当者の提供するデータとの間に
齪騒をきたす場合が多い。
　たとえば，等しくr費用」といっても，0Rワーヵ一と会計担当者とではそ
の意味する内容がまるで異なることがあるむまず，ORでは解決しようとする
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現実の　　　　数　学
問　題　　　　模　型
No　解の評価と　Yes　　模型の試験　　実施
図1　0Rの間題解決法
特定の問題にかかわりのある費用（差額原価）だけをとりあげる。これにたい
して，会計では企業全体の活動を制度的に測定するために，その特定の問題の
解決に関係のない費用（サンク・コスト）も含んだ全部原価が計算される。次
に，ORでは対象期間の長さは不特定であり，とりあつかう問題の性質に応じ
てそれぞれ異なる。一方，会計では一定の長さの会言干期問を前提として計算が
行なわれる。そのためOR模型が対象期間全般にわたるキャッシュ・フロー
（現金支出原価）を必要データとしているときに，会計では麦出を減価償却な
どによつて期間配分した帳簿原価しか計算していたいという事態が起きる。ま
た，0Rでは利益獲得の機会を逸したことによる逸失利益を費用（機会原価）
として認識する。しかし会計では費用は実際のまたは将来の支出にもとづいて
認識される支出原価にかぎって測定する。つまり活動したことによる損益は計
算するが，活動しなかったことによる損益は計算しない。さらに，0Rでは将
来行たう活動を決定するために，将来発生すると予測される費用（未来原価）
を欲しているのに，会計では，費用ぱおおむね過去の支出に基礎をおいた過去
原価または歴史的原価として計上されている。
　このような理由のために，制度的な会計システムから直接に0R模型に必要
なデータを引き出すことぽ極めて困難である。そこで，0R部門からデータ提
供の依頼を受けたときには，会計担当者は，関連のあるデータだげを抜き出し
たり，評価替えをしたり，薪たに付加したりしなければなら恋い。この場合に
ORワーカーと会計担当者との意思疎通が十分に行なわれ，概念の統一がなさ
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れていないと，誤ったデータの提供が行なわれ，偽りの解が導き出されかねな
い。こういった事態をひきおこす事例が応々にして見られるために，ORワー
カーと会計担当者との相互不唇が増幅するきらいがある。
　そこでORワーカーは「会計部門は企業における財の変動に関するデータを
ほとんど集中的に掌握しながら，われわれが必要とするデータを提供してくれ
ない」と非難し，会計担当着ば「0R部門はきれいな数式をつくることに熱中
し，自己満足をしているだけで，データ提供に関してわれわれに無理難題を強
いる」という。
　両著の云い分にはそれぞれもっともな点もあるが，合理的な意思決定を可能
にするためには，このような不調和を解消するように努力することが重要であ
ると考える。そこで本稿では，ORで扱われる諸問題のうち，初期の頃から研
究が行なわれている在庫管理間題にとくに焦点を合わせる。そして，それぞれ
の品目について，いつ，どれだけ，発注（または製造，以下同じ）したらよい
かを決定するためのシステムの設計に必要な会計情報の概念と測定方法につい
て論述する。
　そのために，まず対象品目をその重要度に応じてグループ分けするAB　C分
析の方法について解説し，各グループに属する品目にはどのようた在庫管理シ
ステムを適用したらよいかを明らかにする。
　在庫管理で決定すべき変数ば，いつ発注するかという発注時点と，どれだけ
発注するかという発注量である。在庫管理では，このうちどちらか一方を一定
にしたうえで，他方を決定するという扱いをする。その意味で，在庫管理シス
テムは表1に示すように，定量発注システムと定期発注システムに大別される。
本稿では，定量発注システムの特殊型である2ピソ・システムについて説明し
たあと，不確実性を考慮した定量発注システムおよび定期発注システムを取り
扱う。
　そして最後に，これらのシステム設計をするさい，どのような原価概念が用
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表1ふたつの管理システム
要素
発　注　時　点
発　　　注　　　量
定量発注システム
不　　　　定
一　　　　定
定期発注システム
一　　　定
不　　　　定
いられるべきか，それをどのように測定するかという間題に言及する。
2．ABC分　析
　2－1．在庫品目のグルーピング
　多種類の在庫品目をかかえる企業が，すべての品目を同一の管理方式で一律
に一管理することは効率もよくないL，不経済でもある。そこで，在庫品目をそ
の重要度に応じていくつかのグループに分け，重要度の低いグループには，で
きるだけ簡単な管理方式を割り当てて管理コストを節約し，その分を重要度の
高いグループに振り向ければ，全体としての管理効果を高め，管理コストを相
対的に引き下げることができるであろう。ABC分析は，このような考え方か
ら生み出された手法である。
　業種業態によって必ずしも一様ではないが，製造業の場合，多岐にわたる原
材料，部品，消耗品などを使って，多種の製品を製造する企業が多いし，商業
の場合，多種の資材や消耗品を消費したがら，多種の商品を扱う企業が多い。
しかし，各品目の年間の使用金額（または売上金額）を調べると，それらが平
均していることはむしろ少なく，年間使用金額の大部分が，少数の特定の品目
によって占められ，大部分の品目は，年聞使用金額のわずかた部分しか占めて
いないという事例が多くみられる。この関係を明らかにするには，次のような
手順によって図を作成する。
　①各品目ごとに，その年間使用金額を集計する。②この金額の大きい順に品
目を並べる。③並べられた各品目に通し番号をつげる。④各品目につけられた
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　　　　　　　　　　　　　　図2　ABC曲線
番号を全品目数で割って百分率を求める。⑤並べられた品目の順に年閻使用金
額を累計していく。⑥各品目について計算された累計使用金額を総使用金額で
割って百分率を求める。⑦横軸に品目数パーセソトを，縦軸に使用金額バーセ
ソトをとって打点し直線で結ぶ。このグラフは，横軸に使用金額の大きい順に
各品目を並べてあるから，図2のように上に凸の曲線が得られる。
　次にABC分析では，このグラフをみて，全品貝をA，B，Cの3グルー
ブに分ける。ω図2では，年間使用金額で75劣，品目数で18％を占めるグルー
プをA，年問使用金額で15％，品目数で22劣を占めるグループをB，残りをC
に分けてある。どのバーセソトでグルーピソグをするかについては，一般には
経験的に定めるのが普通である。②
　ただしこの区分は，年間使用金額のみを基準としたものであるから，ときに
修正を必要とする場合がある。たとえば，BまたはCにグループ分けされたも
のでも，単価の高いもの，季節的に使用量の変動が著しいもの，リードタイム
（発注してから納入されるまでの期間）の長いものなどは，Aグループに編入
したり，Aにグループ分けされたものでも，単価の低いもの，年間を通じて使
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用量が安定しているもの，リードタイムの短いものなどは，Bグループに編入
替えするといった措置をとることが必要になる。
　2－2．重要度に基づく管理システムの設計
　A品目は，企業にとって経済的な重要度の高い品目である。Lたがって，で
きるだけ厳重な管理を行なって，むだを排除することが望ましい。そうするに
は管理コストがかさむが，それだけの効果を期待できるし，対象品目の数が限
られているから，コスト負担率は相対的には低減するであろう。一方，C品目
は数はたくさんあるが，その経済的重要度は低い品目である。こういう品目に
は，高い管理コストをかけても意味はないから，できるだけ簡便な管理システ
ムを適用する。B品目はその中問であるから，それに応じた管理方式をとる。
　具体的には，各品目ごとに次のような管理システムを適用す私
　A品目：金額のかさむ品目であるから，遇大に在庫すると倉庫料，保険料，
金利などのコストが多額に発生し，資金効率が悪化する。また陳腐化や損耗が
起こった場合の損失も大きい。一方，主要資材であるから，過少の在庫で欠品
が生じた場合，直ちに生産に支障をきたす。したがって，この種の品目につい
ては，継続的に入出庫記録をとって手持在庫量を常時把握するとともに・発注
残，納入残，安全在庫量の更新計算を行たう。また定期的（たとえば毎月）に
行なう需要予測に基づいて所要資材の展開計算（生産計画により製造すべき製
品の種類と数量が決まったときに，それに必要た構成部品や原材料の種類と数
量を求めること，同一の部品や原材料が数種の製品に使用されることがあるの
で，積算が必要になる）を行なって，正味必要量を計算し発注量を決定する。
つまり，この種の品目には，発注日を決めておいてその都度発注量を決定する
という定期発注システムを採用する。そのほか，この品目にたいする注意点と
Lては，リードタイムの短縮に努力すること，納期管理を徹底すること，日程
管理を厳重に行なうこと，不良品の発生や歩留率の低下を防止すること，とい
った厳重な管理をほどこすことが必要である。
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　B品目：重要度はA品目よりも劣るので，管理の厳重さも若干ゆるめること
ができる。たとえぼ，需要予測はせいぜい期ごと，または年ごとに行なうにと
どめる。展開計算に基づく必要量の計算も行たわたい。品目ごとに平均的な使
用速度を求め，安全在庫量を決めたうえで発注点在庫量を決定する。そして継
続的た入出庫記録に基づく在庫記録の更新を行なって，在庫量が発注点在庫量
に達したときに，自動的に所定の発注量を発注するという定量発注システムを
適用する。
　C品目：重要度の低い品目であるから，管理の手数をできるだけ省き，管理
コストを低くすることに重点を置く。たとえば入出庫記録，在摩記録たどはと
らず，会計的には購入＝経費の発生とみなす。在庫管理システムとしては，後
述する2ビソ・システムなどを採用し，現場における現品管理にゆだねる。
3．　2ビン・システム
　3－1．現品管理
　消耗品や雑品の類で，単価が低く，毎日の使用量が比較的安定している品目
の管理に適用する。ピン（bin）は箱の意味であり，箱を用意し，これを使っ
て在庫を管理するところから，この名称が生まれた。リードタイムが0の場合，
つまり発注すれぱただちに納品が行なわれるような品目については倉庫に箱を
1つ用意する。そしてこの品目につき出庫請求があれば，この箱から出庫し，
空になると同時に，この箱の容量に相当する量の発注をして，ふたたび箱に収
容する。
　この方式の場合，入出庫記録はとらない，したがって在庫記録の更新も行な
わない。在庫の管理は現場で現品を直接目で見て行なうのである。重要度の低
い品目については，このような簡便な管理方武を当てはめることによって，管
理コストを節減することができる。原価計算の上で，購入時にそのまま経費処
理する消耗品費や消耗工具器具備品費に属せしめる品目がこれに相当す孔
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手持在庫量
　　　120鴛　パ鴛単位
　　　60
　　　11雄芸1単位
　　　10　　　　　123456789101112時間
図3　発注量の違いによる発注回数と平均在庫量の差異
　3－2．経済発注量の算定
　この管理システムの場合，箱の大きさ（1回当たり発注量）をどう決めるか
が問題となる。1回の発注量を大きくすれば，発注回数は少なくなるから発注
費は小さくなる。しかし在摩量は多くなるから保管費はかさむ。逆に1回の発
注量を小さくすれば，在庫量は少なくなるから保管費は小さくなるが，発注回
数がふえるから発注費はかさむ。図3は，1つの例示として年問必要量が120
単位で毎日安定的に使用される資材を年1回の発注で充当する場合と，月1回
発注する場合とを比較Lた図である。
　目的は，発注費と保管費の総和を最小にする経済発注量を決定することであ
る。関連する変数および定数を次のように定義する。なお，各定数の値をどの
ように測定するかについては後述する。
　Q：1回当たり発注量（箱の容量に相当する）
　R：年聞必要量
　0：在庫品目の単価
　ξ：年間保管費率（在庫金額当たりの比率）
　λ：1回当たりの発注費
　また，リードタイムの長さは0であり，在庫品目の使用速度は一定であると
仮定する。このように仮定すると，手持在庫量は図4のように三角形の連続し
　1238
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　　　　　　　　　　　　図4　手持在摩量の推移
た形を示す。
　　　　　　　　R　、　　　　　　　　　〃　年間発注回数は一であるから，年間の発注費は一である。最高在庫量は　　　　　　　　Q　　　　　　　　　　　　ρ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρQで最低在庫量は0であるから，平均在庫量は一となり，年間の保管費は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2売ρ
　　　である。年間の総在庫関連費用Cは，（1）に示される。　2
　　　　　λR　北ρ　　　C＝　　十　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　　（1）　　　　　ρ　　2
　（1）はQだけの1変数関数であり，われわれが求めたいのはCを最小に
　　　　　　　　　　　　　　　　6Cするρの値であるから・徴分して万一・をρについて解けばよへした
がつて，
　　　6C　　λ児　　北　　　一＝　　　　十　　　二〇　　　∂ρ　　ρ2　2
となり，ρ＞Oであるから，
ρ一俘　　…一… ・・・・…　　（2）
　（1）および（2）の意味を図5に示す。
　このρを経済発注量（EOQ）という。ただし（2）をそのまま適用できる
のは・すでに述べた仮定（品目の使用遠度は一定であること）が成立する場合
に限られる。
　3－3．　2ビソ・システムとは
　発注すれぼただちに納品される品目については，前述のように箱を1つ用意
すればよい。しかし，リードタイムが一定期日を要する一般の品目についてぱ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1239
138
A　R　ioQ一十一Q　　2㌧ 　＼i・Q　　　T
坐　Q
〆
厚
図5 発注量と総在庫関連費用の関係
箱1 箱2
図6　2ビソ・システム
箱を2つ用意する必要がある。これを2ビソ・システムという。この場合の管
理手順は次のとおりである。
　①図6のように，同一品目を収容する2つの箱を用意し，はじめに2箱と
　　も満たすだげの量を購入する。
　②当品目につき出庫請求があると，箱1から出庫する。
　③箱1が空になると箱2に移るが，同時に1箱分の量を発注する。
　④発注分が入庫したら，箱1に入れる。
　⑤箱2が空になると箱1に移るが，同時に1箱分の量を発注する。
　以下，この手順を繰り返す。一3】
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4．定量発注システム
　4－1．定量発注システムとは
　ABC分析のBグルーブに属する品目の在庫管理に適用する。A品目ほどで
ないが，C品目にたいするものよりも，きめの細かい管理が要求される。
　定量発注システムの特徴は，次の2点にある。
　①品目ごとにその入出庫を常時把握し，手持在庫記録および有効在庫（手
持在庫十発注残）記録を更新する。
　②更新された有効在庫量をあらかじめ定めておいた発注点在庫量と比較し，
在庫が発注点まで減少Lたら，直ちに所定の発注量を発注する。一4］
　3．で説明した2ビ：■・システムも，定量発注システムに属する。ただし（2）
の経済発注量の計算には，単純化のために，資材の使用速度は一定であること，
リードタイムの長さは一定であること，という2つの仮定が含まれていた。こ
の節では，この仮定を取りはずした場合について考える。つまり，使用速度に
はバラツキがあること，リードタイムの長さはときに変動することを前提する。
この場合に，（2）をそのま童適用すると，品切れが発生し，思わぬ損害を被る
ことがある。そこで，品切れをある水準以下に抑えるために，安全在庫をもつ
必要が生じる。この関係は，図7に示される。
　この図は次のことを意味する。（イ）時点に有効在庫量が発注点1〕に達したので
所定の経済発注量Qを発注した。このときリードタイム中の使用量は平均使
用量に等しかったために，在庫量が安全在庫8に達した（口）時点に入庫が行恋
われた。ふたたびω時点に発注点に達したのでρだけ発注したが，リードタ
イム中の使用量が平均以上であったため，⇔時点に入庫が行なわれたときには，
安全在劇こ食い込んだ。㈱時点に発注したところ使用量は平均以下であったた
め，り時点には安全在庫以上の手持ちがあるのに入庫が行なわれた。（ト）時点に
発注したところ，使用量は異常に大であったため安全在庫も食いつぶし，㊥蒔
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　　　　　　　　図7　定量発注システムにおげる在庫量の推移
点に品切れ状態になり，（リ）時点まで続いた。
　4－2．発注点在庫量の算定
　ここで問題になるのは，発注点在庫量Pをどうきめるかである。関係する
要素の記号を次のように定義する。
　P：発注点在庫量（有効在庫量がこの水準まで減少したときに発注を行なう
　　在庫量）
　ρ：発注量（有効在庫量が発注点まで減少したときに発注する一定量）
工：リードタイムの期待値
　∫：安全在庫量（リードタイム中の品切れをある水準以下におさえるための
　　余裕量）
1）：単位期間中の使用量の期待値
　σエ：リードタイムの標準偏差
σ刀：単位期間中の使用量の標準偏差
尾：安全係数
　このとき，発注点Pは（3）により求めることがでぎる。
　　　P二1）（工十加工）十〃Z＋加一刀…・……一………・…・……・（3）
　この式の意味を説明しよう。
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図8　使用速度が不確実な場合
　いま，リードタイムの長さは一定であるが，品目の使用速度にはバラツキが
あるものとする。図8において，品目の使用速度が一定であれば，入庫時点の
在庫量は（イ）のs量になるであろう。しかし，リードタイム中の使用量は平均
以上で在庫は（口）まで減少するかもしれないし，平均以下で㈹の在庫が保有され
るかもしれない。そこで使用実績に関するデータを〃個（1）。，D望、…D抽）調
査し，その平均値を算出する。これをDとする。
　　　一　　1　冊　　　D＝一一Σ11）壱
　　　　　〃　　｛＝1
　次に使用量の標準偏差
吻一勿圭1ゑ（凪一昨〉”圭1ほ・1÷（抄／
を算出する。㈲
　ここで・母集団につき単位時間の需要量凪は平均値D，標準偏差σ刀で正
規分布するものと仮定する。中心極隈定理によって，五個のデータの平均値は
＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ刃1），この平均値の標準偏差はフτである。したがってZ期間の総需要量は，平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12銅
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　　＿　　　　　　　　　σ刀均値1）ム標準偏差万Z二〉τσ刀なる正規分布に従う。
　そこで実際の使用量が平均以上であるときも
　　　」P≡D1二十冶〉ヱ：σ刀　　・・・・・・・・…　“・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（4）
としておけぼ，品切れが起きる危険をある程度緩和することができる。㈹　この
場合尾をどれだけに定めるかは，品切れが起きる危険をどれだげ覚悟するか
によって決まる二・政策的に許容しうる品切率を定め，この範囲におさえる値尾
を正規分布表から求めて，安全係数とするのである。
表2　品切率と安全係数の対応
品切率φ（尾）1 ・．・・1 ・．・・1 …1…1O．15 0．10
安全係数冶1 ・…1 ・似1 ・．・・1 ・刈 1一・・1 1．28
品切率φ（尾） ・…1 O．025 ・．・・1 …1l O．O05■ 0．O01
安全係数ぺ 1。・・1 1．96 …1 …1 2．57■ 3．09
O　　k
表2は，品切率φ（后）と安全係数尾の値との対応関係の一部を正規分布表か
ら抜き出して示したものである。
　以上は，リードタイムが確実に予測される場合について説明したものであり，
リードタイムにもバラツキがある場合には（4）の工を（五十加エ）に書き直さ
なければならない。それが（3）である。
5．定期発注システム
5－1．定期発注システムとは
　毎月，毎週または毎四半期というように，あらかじめ発注間隔を決めておい
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て，その聞におげる必要量だげを発注する方式を定期発注システムという。こ
の方式は，ABC分析においてAグループに分類された品目，単価の高い品目，
リードタイムの長い品目，使用量の変動が激しい品目などに適用される。
　発注間隔は，理念的には，発注量が経済発注量になるような問隔に決めるの
が合理的である。すなわち，月問使用量をカ，（2）で求めた経済発注量をQ
とすると，（5）によって決まる〃（月数）が求める発注問隔である。
　　　　　ρ　　　1〃＝一　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　“…　“・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（5）
　　　　　1）
　しかし，現実には在庫管理システム以外の関達する管理システムの制約や，
外部情況の制約があって，必ずしもこのようにすんたり決めるわげにはいかな
い。たとえば，生産計画は普通毎月たてられる。この月次生産計画に基づいて
必要な部品や原材料を展開計算すれば，発注計画も月に1回ずつたてられるこ
とになる。このように発注間隔は，ときに関連システムまたは外的制約からの
与件として決められる場合がある。
5－2．発注量の決定
　定量発注システムでは，発注点が不定であるのにたいして，定期発注システ
ムでは，発注時期は一定で，発注量が不定である。したがって発注量をどう決
めるかが問題になる。
　発注間隔”およびリードタイムエ中の推定必要量を”〃。エ，安全在庫量
をs，手持在庫量を3，発注残をKとすると，定期発注システムにおける
発注量ρは，一般に（6）によって決定される。
　　　ρ昌1）〃。工十S－8－K・一…・………・・一・・……一・・…一…（6）
　ここで重要なことは，必要量を予測する期間として，発注間隔十リードタイ
ムをとることである。こうすると，リードタイムのところが重複して予測され
るが，この重複分は，手持在庫と発注残によって修正されるので問題はない。
　この関係は，図9に示される。すなわち，発注日1に，発注日2までの期問
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　　　　　　　　　　　　図9在庫量の推移
”。と，発注日2から入庫日2までのリードタイム五。とを合算した”。十Z・
中の使用量1）。を予測する。この場合ム。は，次の予測期間である払十工。
と重複する。
　もしも発注日と同様に入庫日も一定であり，かつリードタイム中の使用速度
が一定であるとすれば，発注日1には入庫日1と入庫日2との間の推定使用量
を発注すればよい。この数量は，図9ではρ。に相当する。しかしリードタイ
ムは必ずしも一定ではないし，リードタイム中の使用速度も一定ではない。こ
のため，これにカロえてリードタイム中（発注日1から入庫日1までの時間間隔）
の使用量を予測し友ければならない。これは，”。斗Z。中の使用量の予測1）。
に相当する。またリードタイムの遅れおよび使用速度誤差を考慮して，安全在
庫Sをもつ必要がある。こうLて，仏十。乙。期間中の必要量はD。十S。となる
（図9を幾何学的に解釈すれば，容易に理解しうるであろう。以下の説明も同
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様），しかるに，このなかには手持在庫3・が含まれているので，これを控除
する。よって発注日1時点における発注量ρ・は，次式によって決められる。
　　　Q1＝刀1＋S－31
　さらに，リードタイムが予定どおりにいかない場合がある。発注日3には，
入摩は予定入庫日3に行なわれるものと考えた。しかし入摩遅れが生じて，督
促したにもかかわらず，次の発注日4時点になっても入庫されなかったとする。
この場合，発注日4にはどれだけ発注したらよいか。それは，”。十工4期間中
の推定使用量D・に安全在庫量sを加えたものから，手持在庫量凪と前回
に発注していまだ入庫せざる発注残K｛を控除したものが，発注量ρ。とな
る。すなわち，
　　　Q4＝D4＋8一凪一瓦
である。こうして，（6）は一般性をもつことがわかる。
5－3．需要の予測
　定期発注システムにおいては，発注聞隔およびリードタイム中の使用量の推
定，すなわち需要の予測が特に重要であることは（6）から容易に察知すること
ができるであろう。その重要性は，品切れを回避するとともに，過剰な在庫を
かかえないという要請にこたえるためのものでもある。それゆえ，D亙。エの計
算は厳密に行なう必要がある。これにはふたつの方法がある。
①生産計画に基づく展開計算を行なう。
②　過去の需要実績の時系列から予測する。
　②の予測手法としては，1次および2次の指数平滑法，適応予測などがある。ω
6．在庫関連費用の概念‘竃j
　これまでの論述では，在庫品目の単価0，年聞保管費率ク，1回当たり発注
費λは，既知のものとして扱った。しかし現実には，これらの在庫関達費用
を測定することは必ずしも容易ではない。そこで，これらのコストにはどのよ
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うた項目が含まれるか，それらをいかに測定するかといった問題を扱う。
6－1．基本的な考え方
　ここで問題にする在庫関連費用とは，在庫活動の変化とともに変動する費用
であることを銘記しておく必要がある。すなわち，在庫量が変化したときに変
動する費用，発注回数が変化したときに変動する費用がこれに相当する。在庫
管理システムを設計するということは，代替的な管理システムを比較して，そ
のなかで最も経済的なシステムを選択することを意味する。Lたがって，どの
ようなシステムを適用しても変化の生じない費用については考慮する必要はな
く，変化の生じる費用のみを測定の対象とすればよい。その意味で，在庫管理
に必要な会計概念の1つとして，変動現金支出原価という概念をあげることが
できる。
　第2に注意すべき点は，ここで測定の対象とする在庫関連費用は，制度的な
会計システムにおいて敢り扱われているコスト概念と一致しない側面があると
いうことである。詳しくは後述するが，保管費というと，原価計算的（または
簿記会計的）感覚からすると，まず倉庫部門費を思いうかぺるであろう。しか
L，倉庫部門費には，普通，部門共通費（たとえぱ工場長の給料）が配賦され
ているし，倉庫建物の減価償却費などが含まれる。これらは発注回数や在庫量
をどう決めようと影響なく発生するサソク・コストである。一方，会計記録に
あらわれない在庫関連費用も存在する。たとえば，在庫品に資金が凍結される
ことによって失った得べかりし利子などの機会原価である。
6－2．在庫晶目の単価
　この場合，単価とは，その品目の裸の代価だけでなく，運賃等も含み，当企
業がこの品目を現実に使用可能な状態にまでするのにかかったコストを意味す
る。ところで，（2）においては，在庫単位当たり年聞保管費は，在庫品目単価
0に年間保1管費率6を乗じて求めた。これは，保管費は在庫金額に比例する
という認識が前提にあるからである。このような前提を認めた場合にも，各品
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目の単価が常に一定であれば間題はないが，数量割引がある揚合には，問題が
生じる。
　数量割引（一定量以上の数量をまとめて購入するときは単価を低くする取引
慣習）がある場合には，最小化すべき費用は，（2）において取り扱った年問在
庫関連費用に年聞材料費を加算したものとなる。そのため各数量帝ごとの単価
を用いて総費用を計算して，これを相互に比較することが必要になる。
6－3．保　管　費
　在庫品目の在庫量（またば在庫金額）が変化するにつれて変動する費用を，
在庫関連費用としての保管費とよぶ。一般的にいって，保管費には，保管料
（営業倉庫を利用する場合の倉庫料），倉庫管理費（自杜倉庫の維持管理に必
要な諸費用），杜内運搬費（倉庫と当該品目使用場所とをつなぐ運送費，荷造
費，積卸費など），保険料（在庫品にかける損害保険料），棚卸減耗費（在庫中
に生じる陳腐化，劣化，破損等にかんする評価損失），利子（資金を在庫品に
投じることによって失った得べかりし投資利得）などが含まれる。これらのう
ち，経済発注量の算定に関係する保管費は，在庫数量の変化とともに変動する
費用部分のみである。したがって，たとえぼ一定面積を借り切る契約のもとで
の保管料は，在庫量がその面積以内におさまるときばサンク・コストである。
同様に，ある種の倉庫係賃金や倉庫減価償却費などの倉庫管理費の一部，運搬
施設維持費などの杜内運搬費の一部，保険期閻中の所定の見積在庫量に基づい
て契約する保険料等々は，サソク・コストとして，ここにいう保管費から除か
なげればならなし・o
　なお，保管費は，在庫数量によっても変化するが，在庫金額の多寡に関係す
る場合が少なくない。たとえば，貴重品の保管料にば特別料金がつくとか，保
険料は保険する金額に比例するとか，棚卸滅耗費は在庫金額にたいする一定比
率として発生するとか，利子は在庫金額に比例する淀どである。そこで，関連
するものとしてピックアップされた保管費の年合計額を年平均在庫金額で割っ
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て，在庫金額1円当たりの保管費を求めることが行なわれる。これが，年問保
管費率ξである。
6－4．発　注　費
　発注業務にかかわる費用のうち，発注回数が変化するときにその発生額が変
動する費用部分をいう。たとえぱ，注文書や督促状の作成費，郵送料や電話料，
入庫報告書や検収報告書の作成費，入庫作業・検収作業・購買事務・倉庫事務
・会計事務等にかかわる人件費などがあげられる。
　ただし，これらの人件費は，発注回数に厳密には比例しない。1人の作業員
または事務員が扱う仕事量は隈られているが，その隈度内であれぼ1人の人間
で問に合う。発注業務の仕事量がこの限度をこえると，2人の人間に担当させ
なげればならなくなる。したがって発注回数と発注業務に従事する人数との関
係は階段状になる。この場合には，直線で近似するというような方法をとるこ
とが必要になる。
6－5．段　取　費
　発注費は購買活動に伴って発生するが，製造活動にさいし製造ロットを変更
し段取替えをするときに考慮する必要のある費用を段取費という。これは経済
ロット・サイズを決定するときに必要になる原価概念である。内容は，1回段
敢替えをするごとに発生する変動費である。たとえば，段取替えを指示する工
事命令書や工程表の作成発行に要する消耗品費や人件費，段取時間に相当する
工員の賃金，消耗工具器具を使うならばその費用，段敢時問中製造作業が中断
することによって失われる得べかりし利益などをあげることができる。
　この場合，機会原価としての失われる利益は，増分概念を使うのであるから，
限界利益を使用するのがよい。もっとも，限界利益は製品ごとに違うのが普通
なので，どの製品の限界利益を使うかが問題になるが，現実には全製品からの
総隈界利益を直接作業時間で割って得た1時間当たりの限界利益に段取時間を
乗じて，段取替えによる機会原価を算出するという方法をとらざるをえないで
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あろう。
　なお，この種の隈界利益を使用するのは，需要が供給をオーバーしている場
合であって，段取替えをしても常業時間の供給能力で需要を十分満たすことが
できるときには，機会原価を考慮する必要はない。残業や交代制をとって需要
を満たしている場合には，残業手当や夜勤手当相当分を算入することになる。
6－6．品　切　費
　在庫品がなくて，製造または販売をなしえないことによって受げる損失を品
切費という。督促費，連絡費，違約金などの現金支出原価もあるが，主として
機会原価が中心になる。すなわち，売損じによって獲得しそこなった利益であ
る。しかし，これを具体的に測定することは非常にむずかしい。たとえば，わ
れわれ消費者がデパートに特定の品物を買いに出かけたが，目指す品物はなか
ったとする。そのとき，取り寄せるように申し入れて後日出直すとすれば，デ
バートの機会原価はOである。また，類似の代替品で間に合わせれば，2品目
の問の販売益の差が機会原価である。そのデパートでの買物をやめて，別の店
に回るとすれば，品切品の販売益が機会原価になる。これがきっかけで，この
客がそのデパートには来なくなったとすれば，当該顧客への将来の商品販売益
の予測値が，これに相当する。その客が，あのデパートは品ぞろいが悪いとい
うようなことを，家族，友人，知人，近所の人などにいいふらしたとしたら，
その説得力の程度に応じて，それぞれ異なる売損じを生じる。やっかいなこと
には，デパート側では，買物客がなぜ来店したか。たぜ来店しなかったか，な
ぜ購買したか，なぜ購買し杜かったか，という潜在需要著の心理状況を的確に
つかむことはできない。したがって，品切れがどれだけの機会原価を生み出す
かについても測定のしようがない。
　そこで，品切費を直接に測定するかわりに，品切率，またはこれの補数とし
てのサービス率を代替させることが行なわれるのである。
6－7．　む　す　び
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　在庫管理の効果を高めるには，高度な管理技術を発展させることが必要であ
るが，それとともに在庫関連費用の概念を正しく認識することが必要である。
そしてこれを測定するにあたっては既成の会計制度にとらわれることなく，何
が問題恋のか，その間題解決にはいかたる会計情報が必要とされるのか，勘定
にあらわれている会計記録のうち，どれが目的に適合しており，どれが適合し
ていないか，会計制度では扱われないような会計情報をどのようにして求める
かといった点について深い洞察をすることが要求されることになる。
注（1）品目のグルーピングは3でなけれぱならないというわけではない。管理目的の類
　　別により，また各々に適用する管理方式のあてはめ方により，グループの数は多様
　　化する。事実，NAAの調査では，3分類以外に2分類の事例と5分類の事例が報
　　告されている。（N鮎ResearchReportNo．40，Techniques　in　Inventory　Ma－
　　nagement，1964；西沢脩訳，在庫管理の諸方法，目本生産性本部，昭和40年）
　（2）阿保栄司，流通在庫管理の実際，目刊工業新聞杜，昭和43年・には・定量的な分
　　析方去として，便用金額が対数正規分布にあてはまるときには，標準比を利用しう
　　ることが述ぺられているo
　（3）　ここでは，　リードタイム中の使用量が工箱分の収蓉量をこえないことが前提され
　　ている。　リードタイム中の使用量が確率的であり，ときに1箱分の収容量をこえる
　　ことが予想される場合には，安全在庫をもつ必要が生じる。2ビソ・ツステムの場
　　合にば，箱1と矯2の犬きさを変えることで，これに対処することができる。
　（4）発注点の判定に手持在塵量ではなく有効在産量を用いるのは，発注残（発注した
　　がいまだ入庫せざる量）を考慮するためである。
　（5）この事例のように標本を使って母集団の分散や標準偏差を推定する場合には，偏
　　差の平方和を勉で割った標本分散または標本標準偏差を用いるよりも，自歯度刎一1
　　で割った方が理論的に近い値が得られる。
　（6）　この方式は，島田正三，倉庫管理方式の基本的な考え方，松田・春目井，生産・在
　　康管理とその実際，培風館，1964，によった。
　（7）阿曝，前掲書には，需要のタイプ別に適用すべき需葵予測の手法が詳細に述べら
　　れている。
　（8）NAA，ibid，1964，液らびに阿保栄司，在庫関連費周論，早稲田大学生産研究所報、
　　第12号，昭和41年9月および第17号，昭和42年9月を参考にした。
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